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概 要

本研究では，現場に近い条件下で湖沼有機物の分解特性を評価するための試験法を確立し，琵琶

湖北湖表層における天然有機物 (NOM) の分解特性を明らかにした。その結果，琵琶湖北湖 NOM

の分解には 200〜450 日程度かかり，初期分解過程における粒子態有機物 (POM) の分解と，期間

全体を通じた溶存態有機物 (DOM) の分解で特徴付けられた。琵琶湖北湖の難分解性有機物濃度は

季節によらずほぼ一定であり，その約 95% を溶存態が占めた。Multi-G モデルによる解析の結果，

琵琶湖北湖NOMは DOM，POMともに易分解性および難分解性の 2成分 (計 4 成分) で再現でき

た。
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1．は じ め に

湖沼水質保全特別措置法 (以下，湖沼法) が昭和

59 年 (1984 年) に制定されてから四半世紀以上が過

ぎた近年においても，湖沼法に基づいて指定されてい

る 11 湖沼のいずれにおいても有機汚濁に係る環境基

準 (CODMn) は達成されていない。全国の湖沼に目を

向けると，類型指定水域における環境基準 (湖沼・海域

では CODMn，河川では BOD) の達成率は，湖沼では 53.2%

で横ばいに推移しており，依然として河川 (92.5%)

や海域 (78.3%) と比べて低い状況に置かれている1)。

琵琶湖等のいくつかの湖沼では，下水道等の整備を

はじめとする各種点源・面源対策の実施によって流域

からの流入負荷が減少し，湖内の BODについても低

減する傾向が見られている。一方で，琵琶湖では

1980 年代に入って CODMnは減少傾向から漸増あるい

は横ばい傾向に転じ，BODと CODMnの乖離現象が見

られる (Fig. 1)。このことは，微生物により分解さ

れにくい有機物 (難分解性有機物) が増加・蓄積して

いることを示唆する。ただし，BODおよび CODMnの

測定値は還元性を有する無機物 (亜硝酸塩，硫化物，

鉄等) や微生物活性を阻害する物質 (重金属，殺菌剤

等) の影響を包含したものであることから，当該現象

が湖沼有機物の質的変化だけによるものとは言えない

ことに注意しなければならない。CODMnの漸増傾向

あるいは BOD と CODMnの乖離現象は，琵琶湖以外

の湖沼においても確認されており，湖沼有機物の質的

変化が全国的に進行している可能性がある3)。ところ

が，水環境中における難分解性有機物の機能や役割，

湖沼生態系への影響についてはほとんど明らかにされ

ておらず，難分解性有機物の存在実態や特性を明らか

にする必要がある。難分解性有機物の定量や起源の推

定はいくつかの研究機関において行われているものの，

その詳細については不明な点が多く残されている3, 4)。

既存研究3)では，湖沼の滞留時間が湖盆の形状や集水

域，水利用等の条件に応じて大きく異なると同時に，

湖内に存在する有機物の起源や組成，そして微生物叢

についても季節的な変化をしていることが想定される

にも関わらず，湖沼の難分解性有機物を定義する際に
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生分解性試験の期間としてあらかじめ 100 日間が設定

されている点や，前処理としてろ過や栄養塩添加，植

種を行っている点などから，実際の水環境中での有機

物の分解性を評価しているとは言い難く，方法論の確

立が必要不可欠である。

また，有機物の生分解性評価の指標には，目的に

応じて，酸素要求量や二酸化炭素発生量，溶存態有

機炭素 (DOC) 濃度，化学分析による被験物質濃度等

が採用されることが多い5, 6)。湖沼の環境基準である

CODMnは，有機物の総量を表す指標となっていない，

加成性がない，構成成分ごとに酸化効率が異なる等の

問題点が指摘されてきた7)。湖沼流域における有機物

の物質収支や質的変換過程を取り扱うためには，加成

性があり分析操作も簡便でより精度の高い等の優れ

た利点を有する全有機炭素 (TOC) が評価指標として

ふさわしいと考えられたため，本研究では天然有機物

(NOM : Natural Organic Matter) の分解特性を評価する際

の指標としてTOCを採用することとした。

湖沼は閉鎖性が高いために滞留時間が長く，富栄養

化や汚濁・汚染がいったん進行してしまうと，その

影響は長期間にわたって継続する特徴があり，水質

改善・浄化には多大な時間とコストが必要となる。さ

らに，琵琶湖北湖のような深い湖では，植物プランク

トンの消長を含む物質循環は，湖水の流れ (湖流) や

成層化の影響を強く受けていると考えられる8)。した

がって，湖水中に長期間残留し続ける難分解性有機物

が湖沼生態系や我々の水利用等に悪影響を及ぼすなら

ば，総合的かつ効率的な湖沼有機物の管理や長期監視，

そして発生源対策等の実施が必要であり，そのために

は湖沼有機物の水質形成メカニズムを解明し，基礎的

知見とモデルによる水質予測が欠かせない。今後の琵

琶湖における有機物管理のためには，湖沼有機物の分

解過程とその因子を解明し，速度論的パラメーター等

の基礎的知見の蓄積と，それらを包含し，さらには湖

内生態系を構成する生物や物理的・化学的環境要因，

人間活動を組み込んだ生態系モデルの高精度化が必要

不可欠である。

以上の背景を踏まえ，本研究では湖沼有機物の分解

過程を考慮した高精度な水質予測モデルの構築に資す

ることを最終目標とし，より現場に近い条件下におい

て湖沼有機物の分解特性を評価するための長期間分解

性試験法 (シミュレーション試験法) を確立し，琵琶

湖北湖表層におけるNOMの分解特性を明らかにする

ことを目的とした。

2．実 験 方 法

2. 1 採水調査

本研究では，琵琶湖北湖の今津沖中央 17B (35°

23'41"N，136° 07'57"E，水深約 89 m) を採水地点と

した (Fig. 2)。これは，多くの水質モニタリングデー

タが蓄積されていることに加えて，他の地点と比べて

流域や湖底からの影響を受けにくく琵琶湖北湖沖帯域

におけるNOMの代表となると考えたためである。ま

た，琵琶湖南湖の有機物濃度と比べて北湖のそれは低

いものの，琵琶湖容積全体 (約 275 億 m3) に占める

北湖容積 (約 273 億 m3) の割合が大きいことから，

北湖における有機物存在量は非常に多く，その分解特

性を明らかにすることはとても重要である。

採水調査は，降水等の影響を考慮して季節ごとに実

施した。本研究における調査日は，2010 年 7 月 5 日，

同 10 月 18 日，2011 年 1 月 18 日，同 5 月 23 日で

あった。採水にはステンレスバケツを用い，採取した

表層水を 40 L ステンレスタンクに入れ，水試料の温

度上昇を抑えるために保冷剤で冷やしながら速やかに

実験室に持ち帰った。

2. 2 分析方法

(1) 本研究における POMおよび DOMの定義

一般に，粒子態と溶存態の境界は，研究の目的や

対象に応じて孔径が 0.1〜1.0 μm 程度のガラス繊維

ろ紙もしくはメンブレンフィルターを用いて実験操作

によって便宜上定義される。本研究では，粒子態と

溶存態の区分に 450℃で 4 時間熱処理したWhatman

GF/B (公称孔径 1.0 μm) を用いた。これは，ろ過し

た湖水の分解性試験 (後述) においても十分なバクテ

リア濃度を確保すること，琵琶湖北湖における有機物

濃度が比較的低いことから分解性試験後の有機物分析

においても十分な精度で測定できること等を考慮した

ためである。したがって，本研究では GF/B を用い

て湖水を吸引ろ過して得られたろ液中の有機物を溶存
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態有機物 (DOM : Dissolved Organic Matter)，ろ紙上に捕捉

された有機物を粒子態有機物 (POM : Particulate Organic

Matter) と定義した。

(2) DOC分析

DOC 濃度は，2 N HCl を用いて酸性 (pH 3 以下)

にした水試料を高純度酸素ガスで通気処理して無機炭

素 (IC) を除去した後に，高感度 Pt 触媒を搭載した

全有機体炭素計TOC-VCPH (島津製作所) を用いて不

揮発性有機炭素 (NPOC) 濃度として求めた。すべて

の試料に対して分析を 3 回繰り返し，相対標準偏差

(RSD) はおおむね 1.0% 以下であった。

(3) POC分析

粒子態有機炭素 (POC) 濃度は，水試料を吸引ろ過

した後のろ紙を 105℃で 2 時間乾燥させてから元素分

析装置Flash EA-1112 (Thermo Electron) に供して炭素

含有量を求め，ブランク値を差し引いた後，検水量

(250 mL) で除することで求めた。なお，本研究では

試料量に限りがあったため，POC 分析では繰り返し

測定を行わなかった。また，DOC 濃度と POC 濃度

の和をTOC濃度とした。

(4) その他の一般水質分析

分解性試験中に何らかの汚染や異常がないことを監

視するために，本研究では試料採取日ごとに水温，

pH，DO，EC，ORP，UVA254を測定した。さらに，

分解性試験の前後には，TN (JIS K 0102 45.4)，TP

(JIS K 0102 46.3)，Chl.a (DMF 抽出−単波長吸光光

度法9))，バクテリア数 (DAPI 染色−直接計数法10))

を求めた。

3．長期間分解性試験法の概要

3. 1 試験条件

本研究では，より現場に近い条件下において湖沼有

機物の分解特性を評価するための長期間分解性試験法

の確立を試みた。以下に本研究で検討・採用した試験

条件についてその概要を述べる。

(1) 容器

分解性試験で用いる容器の材質は，容器からの溶出

や吸着による損失をできる限り抑えるためにホウケイ

酸ガラス (DURAN) を選定した。本研究で使用したガ

ラス瓶の容量は 5 L で，底外径は 182 mm であった。

後述するように，本研究では DOC 濃度の減少が見か

け上収まるまで試験を継続すること等を考慮して，採

取した湖水をガラス瓶 2本に分注して分解性試験に供

し，交互に試料採取して水質分析を行った。なお，初

期水量は瓶 1本につき約 3 Lであった。

(2) 試験期間

本研究では，琵琶湖北湖の滞留時間が平均 5.5 年8)

であることに鑑み，試験期間をあらかじめ設定せず

DOC 濃度の減少が見かけ上収まるまで試験を継続す

ることとした。これは，予備検討の結果，琵琶湖北湖

NOMの分解には 100 日以上かかることが示唆された

ためである。なお，本研究では DOC の分析精度を考

慮し，前回の分析時の DOC 濃度と比べてその減少幅

が 0.01 mgC/L 以下であることを終点の判断基準の目

安とした。試験期間中の採水・分析は，試料量に限り

があるため原則として 28 日ごとに行うこととし，試

料を 250 mL採取して水質分析に供した。

(3) 植種

生分解性試験では様々な微生物源 (活性汚泥，土壌，

河川水等) が用いられるが，その採取場所や時期，馴

致条件，微生物濃度等によって得られる分解度や再現

性は異なると考えられる。また，化学物質の生分解性

試験では，分解速度の遅い物質ほど，試験法の条件間

で差が生じやすいことが知られている11)。本試験法に

おいては，採取した湖水中に存在する微生物叢をその

まま利用する条件とし，植種は行わないこととした。

(4) 栄養塩添加

一般に，微生物の生理活性は，温度や栄養塩類，

pH，基質，最終電子受容体，阻害物質等の外部環境

に応じて変化する。従属栄養細菌をはじめとする微生

物の活動や維持に必要な生元素が制限されると，得ら

れる試験結果が異なることは容易に推察される。しか

し，栄養塩の添加によって微生物活性の維持や試験期

間の短縮等の効果が期待できる一方で，微生物の活性

のみならず微生物叢が変化し，最終的に得られる難分

解性有機物の質と量が異なる可能性が考えられた。栄

養塩添加が難分解性有機物の質および量に与える影響

については不明な点が多く知見が不足しているため，

本研究では栄養塩を添加せずに分解性試験を行った。

(5) 温度

試験温度は，酵素による有機物の酸化分解反応に限

らず，微生物の増殖等のあらゆる素過程に影響を与え

るため，試験温度の制御は重要である。OECD ガイ

ドラインで採用されている分解性試験法において通常

の試験温度として 20〜25℃の範囲が推奨されている

こと5)，JIS では BOD の培養温度が 20℃に規定され

ていること12)を考慮して，本研究では試験温度として

20℃を採用することとした。なお，本研究の調査地点

である今津沖中央 17 B における 2010 年度の平均水温

は 17.2℃ (最大 29.9℃，最小 7.6℃) であった2)。湖

内で通常観測される温度の範囲であれば，異なる温度

における反応速度係数は，次式で表現される vanʼt

Hoff-Arrhenius 因子 f で補正して求めることができ

る13)。

f=kT2/kT1=exp[Ea(T2−T1)/RT1T2] (1)

式 (1) において，T1および T2：絶対温度，kT1およ
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び kT2：温度 T1および T2における反応速度係数，

Ea：活性化エネルギー，R：気体定数である。ただし，

式 (1) を用いて異なる温度における反応速度係数を

得るためには，2つ以上の温度条件において反応速度

係数を求めて Eaを実験的に求めるか，文献値を用い

る必要がある。

(6) 酸素供給

本研究では，琵琶湖北湖表層におけるNOMの分解

特性を明らかにするため，好気性条件における NOM

の分解特性を評価する。琵琶湖水の DOC 濃度レベル

から有機物の分解に必要な酸素量を推定すると，湖水

の DO 濃度で酸素が大きく不足することは考えにく

いが，本研究ではシリコ栓で通気性を保った状態で，

大型シェーカー VKS-75 (Edmund Bühler) を用いて試

料容器を水平撹拌 (60 rpm) することで酸素を供給

した。

(7) 光

試験期間中の試料に光が照射されると，植物プラン

クトン等の光合成微生物による二酸化炭素の固定が可

能となり，TOC を評価指標とした本試験法には適さ

ない。また，光分解が有機物の生物利用性に影響を与

えるとの報告もある14)。本研究では，これらの影響を

可能な限り排除するため，試料容器をアルミ箔で遮光

して暗条件下で分解性試験を実施した。

(8) ろ過操作

本研究では，GF/B を用いたろ過操作により 2010

年 7 月 5 日採取の湖水から粒子状物質を除去し，

POMの影響を受けない条件下で DOMの分解特性を

評価するための試験を併行して実施した。その結果，

ろ過操作がDOMの分解特性に影響を与えることが明

らかとなったため (後述)，本研究では湖水をろ過せ

ずに未ろ過試料を分解性試験に供することとした。

(9) 併行精度 (repeatability)

本研究では，試験法の妥当性を確認するため，2010

年 7 月 5 日採取の湖水については併行条件下において

112 日間の分解性試験 (n=2) を行った。

3. 2 ブランク試験

試験期間中に実験室雰囲気および実験操作からの汚

染の有無を監視することを目的として，超純水を用い

たブランク試験を併せて実施した。経時的に採取した

ブランク試料の DOC 濃度および POC 濃度をブラン

ク値とした。

3. 3 コントロール試験

長期間の分解性試験では，試験期間中に微生物の種

類や数，活性が大きく変化することが懸念される。そ

こで，本研究では 2010 年 7 月 5 日に採取した湖水の

試験前後の試料に対し，50 mgC/L となるように生物

利用性の高いグルコースを添加するコントロール試験

を実施した。グルコース添加後の DOC 濃度の変化を

調べることにより，試料中の微生物が有する分解ポテ

ンシャルの簡易評価を実施した。

4．Multi-Gモデルによる解析

水環境中における有機物の一部は，従属栄養生物が

細胞外に分泌した加水分解酵素等によって分解 (低分

子化) されて細胞内に取り込まれ15)，最終的には二酸

化炭素として環境中に放出される過程を辿る。有機物

の分解・無機化過程は，有機物濃度，酸化剤濃度，生

物の量と活性，栄養塩類，温度等の関数であると考え

られる。例えば，酵素による基質 (有機物) の分解反

応は，次式で表現される Michaelis-Menten 型の速度

式に従うことが知られている。

μ=μmaxC/(KM+C) (2)

式 (2) において，μ：反応速度，μmax：最大反応速度，

C：基質濃度，KM：Michaelis 定数である。しかし，本

研究の対象である琵琶湖NOMは複雑な混合物であり，

仮に有機物の分解に係るすべての素過程がMichaelis-

Menten 型の速度式に従うとしても，すべての分解

反応に対して実験的に μmaxおよび KMを決定するこ

とは困難である。そこで，本研究では Westrich &

Berner16)によってその有効性が示された Multi-G モ

デルを琵琶湖NOMの分解特性の解析に適用すること

とした。Multi-G モデルでは，複雑な混合物である有

機物を分解・無機化速度を同じと見なす複数の成分に

便宜上分類し，KM≫C 等の仮定16-18)を導入してそれ

ぞれの成分が有機物濃度に関する 1 次分解反応 (式

3) に従うとする。

C(t)=ΣCiexp(−kit)+CR (3)

式 (3) において，C(t)：t日目における濃度 (mgC/L)，

Ciおよび ki：成分 i の初期濃度 (mgC/L) および 1

次反応速度定数 (d-1)，CR：難分解性成分 (refractory :

R) の濃度 (mgC/L) である。なお，成分 iには，易分

解性成分 (labile : L) や準易分解性成分 (semi-labile : SL)，

準難分解性成分 (semi-refractory : SR) 等が設定される。

本研究では，Excel 2007 のソルバー機能を用い，分解

性試験で得られたデータを Multi-G モデルに当ては

め，残差平方和 (RSS) が最小となるように成分数を

決定し，各々の成分に対して Ciおよび kiを求めた。
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5．結果および考察

5. 1 採水調査の結果

本研究で採取した湖水の水質の概要を Table 1にま

とめて示す。2010 年 7 月には現場で測定した水温の

鉛直プロファイルから顕著な温度躍層が確認されたと

同時に，pHが上昇してD-TNが低下していたことか

ら，植物プランクトンによる光合成が活発に行われて

いたものと考えられた。Chl.a濃度が低いのは，強い

太陽光を避けるため植物プランクトンが下方へ移動し

たためと考えられる19)。2010 年 10 月は D-TNが減少

し，POC および Chl.a 濃度が高いことから表層にお

いて植物プランクトンが増殖していたと考えられた。

2011 年 1 月には温度躍層が完全に消滅して鉛直循環

し，一方で Chl.a濃度が低く，TN が 0.32 mg/L まで

上昇していることから，一次生産が抑えられていたと

考えられる。2011 年 5 月は水温の上昇にともなって

温度躍層が形成されはじめ，Chl.a濃度から植物プラ

ンクトンの活動が活発化しはじめた時期であることが

推察された。以上のことから，本研究で採取した表層

水は，水温や主要水質項目，植物プランクトンによる

一次生産の観点から概ね季節的なパターンを捉えられ

たと言える。以下，採取した試料を対応する季節で表

示する (Table 1 参照)。なお，DAPI 法により計数

したバクテリア数は，8.2×106〜5.8×107 cells/mL の

範囲にあって 7倍程度の差が見られた。

5. 2 長期間分解性試験法の妥当性評価

本研究では，試験期間が長期間であることに鑑み，

試験期間中の何らかの汚染や異常がないことを監視す

るために一般水質項目について測定を行ったが，明ら

かな汚染や異常については認められなかった。DOに

ついては，4 回の試験期間中 7.3〜8.6 mg/L(n=53)

で推移しており，好気条件が維持されていたことを確

認した。以下に長期間分解性試験法について検討・評

価して得られた結果を示す。

(1) ブランク試験

長期間分解性試験と同時に行ったブランク試験 (計

4 回) の結果をまとめると，DOC および POC のブラ

ンク値はそれぞれ 0.10〜0.18 mgC/L(n=53) および

0.02〜0.04 mgC/L (n=53) の範囲であった。した

がって，分解性試験中に周囲や実験操作による有機物

汚染が十分に抑えられていたと言える。なお，POC

のブランク値は，特に試験終了後の POC 濃度と比べ

て無視できなかったため，POC 濃度はブランク値を

差し引くことにより求めた。一方で，DOC のブラン

ク値は湖水の DOC 濃度と比べて十分に低く，かつ

DOC 濃度のブランク値は時間とともに漸増する傾向

があったため，ここではブランク補正を行っていない。

(2) 併行精度

併行条件下における夏季試料の分解性試験 (112 日

間) の結果から，2 回の試験の間で見られた DOC 濃

度および POC 濃度の差はそれぞれ 0.03 mgC/L およ

び 0.01 mgC/L 以下であった (Fig. 3)。したがって，

試行回数は限られるものの，本研究で実施した長期間

分解性試験は併行精度 (repeatability) の点からも妥当

性が確認された。
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(3) ろ過操作の影響

ろ過操作がDOMの分解に与える影響を評価するた

め，夏季試料を用いて分解性試験を実施した。その結

果，ろ過操作によってDOMの分解率が大きく低下す

ることが分かった (Fig. 4)。このことから，ろ過操

作によって水試料中の POM だけでなく，POM に付

着した従属栄養細菌も同時に捕捉・除去され，DOM

分解に影響したものと考えられた。したがって，ろ過

操作によって POMの影響を切り離し，水環境中の微

生物叢によるDOMの分解特性を評価することは困難

であった。また，ろ過操作によって最終的に得られる

難分解性有機物の量だけでなく質にも影響することが

懸念されたため，本研究では前処理としてのろ過操作

を行わないことにした。

(4) コントロール試験による分解ポテンシャルの評価

試験期間中に微生物が有する分解ポテンシャルが変

化するかをコントロール試験で簡易評価した。コント

ロール試験には，試験期間が 224 日間であった夏季試

料を用いた。試験前後のバクテリア数は 1.2×107およ

び 9.8×106 cells/mL で，大きな減少は見られなかっ

た。コントロール試験の結果，少なくともグルコース

(易分解性有機物) に対しては試験前後で同程度の分解ポ

テンシャルを維持していることが確認できた (Fig.

5)。したがって，植種や栄養塩添加をせずとも，長期

間にわたって現場に近い条件において琵琶湖NOMの

分解特性を評価できると考えられる。

以上のこと踏まえ，現場に近い条件における琵琶湖

NOMの分解特性を評価するため，植種や栄養塩添加，

ろ過操作はせず，20℃，暗条件，好気条件で長期間分

解性試験を行い，経時的に水質の変化を調べることと

した。なお，本研究では試験終了後に残存する有機物

を難分解性有機物と定義する。

5. 3 長期間分解性試験の結果

季節を考慮して採取した湖水に対して本研究で確立

した長期間分解性試験を適用し，琵琶湖NOMの分解

特性の評価を行った。評価指標を TOC 濃度，DOC

濃度および POC 濃度とした場合のそれぞれの試験結

果を Fig. 6に示す。Fig. 6 (a) および (b) より，試

験開始後，従来法の試験期間である 100 日を超えた後

も有機物濃度の減少傾向が見られ，琵琶湖北湖 NOM

の分解には 200〜450 日程度かかった。一方，Fig. 6

(c) より，POMの分解はいずれの季節においても 56

日目頃までには収束し，その後は大きな変化は見られ

なかった。以上のことから，琵琶湖北湖NOMの分解

過程は，初期分解過程における POM分解と，期間全

体を通して進行するDOM分解で特徴付けられること

が明らかとなった。

本研究で実施した長期間分解性試験で得られた結果

の概要を Table 2に示す。琵琶湖北湖表層の難分解性

有機物の平均 TOC 濃度は 0.88 mgC/L (SD=0.05

mgC/L，n=4) となり，季節によらずほぼ一定であ

ることが明らかとなった。琵琶湖は厳寒期に大循環す

る温暖 1 回循環湖8)であり，難分解性有機物濃度に季

節的な変動が見られないことは，湖内一次生産 (藻類

活動) との関連性は低く，難分解性有機物が湖内に空

間的に広く存在していることを示唆している。

また，難分解性溶存態有機物の平均 DOC 濃度は

0.84 mgC/L(SD=0.05 mgC/L，n=4) で，難分解性

有機物の約 95% を溶存態が占めていることが明らか

となった。今井ら20)は，琵琶湖北湖水中の溶存態フミ

ン物質濃度は 0.37〜0.41 mgC/L であったと報告して

いる。仮にそのすべてが分解されずに湖水中に保存さ

れるとしても，難分解性溶存態有機物に占める溶存態

フミン物質の寄与は 44〜49% しかない計算となる。

これまで，天然水中のフミン物質が溶存態有機物の大

部分を占め，難分解性の特徴を示す21)と認識されてき

たが，琵琶湖北湖ではフミン物質以外の成分の寄与が
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フミン物質と同等もしくはそれ以上であることが推察

された。したがって，琵琶湖における難分解性有機物

の機能や役割，湖沼生態系への影響を明らかにするた

めには，DAX-8 分画や分子量分画等の手法を上手く

組み合せながら，湖沼有機物の生産と分解に関わる複

雑な現象の素過程的理解を深めていかなければならな

い。

5. 4 Multi-Gモデルによる解析

季節ごとに採取した湖水の分解性試験で得られた

データを Multi-G モデルに当てはめた結果，琵琶湖

北湖 NOM はいずれの季節においても DOM，POM

ともに 2成分，すなわち易分解性成分と難分解性成分

から構成され，合計 4成分で精度よく再現できた。こ

こでは，夏季試料の結果を一例として Fig. 7に示す。

なお，琵琶湖北湖と比べて富栄養化した湖沼や陸域

からの負荷が多い湖沼，湖底からの影響が強い湖沼の

場合，有機物の構成はより複雑であると予想され，本

研究で得られた 4 (2+2) 成分を超える成分数からな

る Multi-G モデルが有効となる可能性は残されてい

る。

Multi-G モデルによる解析から，易分解性 POMの

分解速度係数の平均値は 0.086 d−1(SD=0.040 d−1，

n=4) となり，ばらつきが大きいことが分かった。

このことは，季節により POM組成，例えば優占する

植物プランクトン種等が異なっていたことが一因と推

察された。易分解性DOMの分解速度係数の平均値は

0.009 d−1 (SD=0.003 d−1，n=4) となり，易分解性

POMのそれよりも 1 桁低く，ばらつきも小さかった。

したがって，分解速度の観点からは，易分解性 DOM

成分は比較的均質なもので構成されている可能性が示

唆された。

Multi-G モデルで計算された 4成分の初期濃度から

は，琵琶湖北湖NOMに占める難分解性有機物の濃度

は溶存態，粒子態ともに季節によらずほぼ一定である

こと，難分解性有機物の大部分を溶存態が占めている

ことが確認された (Fig. 8)。さらに，Multi-G モデル
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で得られた易分解性成分の TOC 濃度と藻類の細胞

数2)との間には良好な相関 (R2=0.975) が見られたこ

とから，湖内一次生産由来の有機物は回転速度 (turn-

over) が早くそのほとんどが分解・無機化されている

ことが示唆された。しかし，藻類の細胞壁は微生物に

対する防御において重要な役割を果たしていること，

その主要成分であるセルロースが一部の細菌やカビ等

が有する分解酵素でしか分解されないこと等から，こ

れらの成分が長期間にわたって湖水中に低濃度で残留

していることは十分に考えられる。

また，本研究で実施した長期間分解性試験法で最終

的に得られた難分解性有機物が，微生物の働きによっ

て分解・変換された産物であるか，生物利用性の低い

未反応残渣物であるかを識別することはできていない。

今後は，湖沼有機物の分解・変換過程あるいは生物分

解に対する抵抗性を分子レベルで解明していく必要が

ある。ただし，湖沼有機物 (難分解性有機物) の管理

または長期監視のためには，UVA254や分子量，元素

組成，分画等の情報が重要な指標となることが考えら

れることから，併せて体系的に実施していくことが大

切であると考えている。

6．ま と め

本研究では，より現場に近い条件下において湖沼有

機物の分解特性を評価するための長期間分解性試験法

を確立し，琵琶湖北湖表層におけるNOMの分解特性

を評価した。夏季に採取した試料を用いて長期間分解

性試験の試験条件 (試験期間，植種，栄養塩添加，温

度等)，ろ過操作，併行精度および容器について様々

な検討を行い，本試験法の妥当性を確認した。本試験

法の特徴は，植種や栄養塩添加，ろ過操作を行ってい

ない点にあり，DOC 濃度の減少が見かけ上収まるま

で試験を継続することで，より現場に近い湖沼有機物

の分解特性を評価することができる。さらに，評価指

標として TOC を採用したことにより，湖沼有機物の

分解過程を考慮した高精度な水質予測モデルの構築に

資することが期待できる。

長期間分解性試験を琵琶湖北湖 NOM に適用し，

Multi-G モデルによる解析を行った結果，以下の知見

が得られた。

・琵琶湖北湖 NOM の分解には 200〜450 日程度かか

り，その分解過程は初期分解過程における POM分

解と，期間全体を通して進行するDOM分解で特徴

付けられた。

・琵琶湖北湖表層の難分解性有機物の TOC 濃度は

0.88±0.05 mgC/L で，季節によらずほぼ一定であっ

た。

・難分解性有機物の約 95% を溶存態が占め，フミン

物質以外の成分の寄与がフミン物質と同等もしくは

それ以上であることが推察された。

・Multi-G モデルの適用により，琵琶湖北湖 NOMは

いずれの季節においても DOM，POM ともに易分

解性および難分解性の 2成分 (計 4成分) で再現で

きた。

今後は，湖沼有機物の分解・変換過程あるいは生物
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分解に対する抵抗性を分子レベルで解明すると同時に，

難分解性有機物の湖沼生態系への影響についても明ら

かにしていく予定である。
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Abstract

A long-term test method was established to evaluate the biodegradability of natural organic matter

(NOM) in the Northern Lake Biwa. Labile fractions of Lake Biwa NOM were degraded and

mineralized in 200 to 450 days in this research. The degradation of POM and DOM can be described

as a first-order process, and degradation of POM in an early degradation process was faster than that

of DOM. The concentration of refractory NOM (R-NOM) in the Northern Lake Biwa was almost

consistent through four seasons and was 0.88±0.05 mgC/L. Refractory DOM accounts for 95% of

R-NOM in the lake. Data from the long-term method for Lake Biwa NOM were fit well to a Multi-G

model, and a two-pool model (i. e., labile and refractory pools) was reasonable both for POM and for

DOM, that is, a four-pool model seemed to be reasonable for Lake Biwa NOM.

Key words : Lake Biwa, natural organic matter (NOM), refractory organic matter, biodegradability,

Multi-G model
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